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1. はじめに

昨年（2005年）5月31日、国際人権団体のアムネスティ・インターナショナルの代表者で、同団体初の女性事務総長であるアイリーン・カーン事務総長が来日した。テーマは、国連改革、死刑制度、刑務所改革（受刑者処遇法）と代用監獄制度、人身売買、難民と移民の人権保護などをテーマに細田官房長官や南野法務大臣、日弁連の会長、国際人権問題委員会のメンバーと意見交換を行ない、外務省の実務者と協議もしている。さらに、フェリス女学院大学や上智大学で

女性の人権について講演や討論会を行ない、経済同友会では「企業の社会的責任と人権」について講演するなど精力的に活動をした。また、国連高等弁務官事務所時代の上司、緒方貞子理事長（国際協力機構）とも会談している。世界最大規模の国際人権団体、アムネスティ・インターナショナルの代表者が来日して多くの問題提起をし、情報を示し、これだけの活動をしているにもかかわらず、私の予想に反して日本のメディアの報道はあまりされなかった。大手の新聞社の扱いはフェリス女学院大学での講演について少し触れる程度である。読売新聞だけが来日前のカーン事務総長にインタビューをしており、日本訪問の目的や、国際社会で日本政府が期待されること、アジアの外交問題などを尋ねた記事が少し出ているだけであった。これは先進国ニッポンの人権問題に対する意識の低さを表しているのであろうか。日本における人権問題への取り組みは現在どうなっているのか。

　そこで、私はアムネスティ・インターナショナル日本の寺中誠事務局長に面会し、日本における同団体の活動と現状についてインタビューを行った。国連の常任理事国入りを目指す日本政府において、アムネスティは決して無視できない存在である。寺中氏は、早稲田大学法学部卒業後、同法学研究科博士後期課程単位取得。専攻は、犯罪学理論、刑事政策論。1990年代より、当時任意団体であったアムネスティ・インターナショナル日本支部の執行委員となり、2001年9月、

社団法人格の取得に伴い理事に就任した。同年4月より、事務局長を務めている。

（2006年7月10日インタビュー実施）
2.インタビュー

質問１．「人権」という概念が本来、西洋のものであり、アジアには根付かないという人がいますが、それについてどのように考えますか？

寺中氏：「人権」の概念は、洋の東西を問わず全世界で受け入れられていると考えます。「アジアにはアジアの価値観がある」という人がいますが、アジアの価値観が、人権を否定する価値観だとは思いません。むしろ「アジア的な人権がある」と言い換えた方が良いでしょう。人権はやはり重要です。そもそも「権利」とは何かというと、色々な捉え方があります。一般的に「アジア的な人権」という捉え方をする人達には、二つのタイプがあります。

　一つはそれを政治的なメッセージとして使う人達です。たとえばシンガポールのリー・クアンユーや、マレーシアのマハティールといった人達が典型です。二人とも為政者としての視点から見ているわけです。「アジア的」と言っていますがその「アジア」地域の範囲とは、実際どこまでなのか等、疑問を持たざるを得ないのです。同じ為政者でもイランのような中東地域の人達は、同じようにアジア的な価値観に関心と同調を示しますが、彼らの「アジア」とは、西洋でいうところの「オリエント」であり、彼らは「アラブ的な価値観」で「アジア」を見ているわけですから、そこにもひじょうに偏りがあると言わざるを得ません。人権は西洋の概念だと批判しようとしても、西洋の写し鏡として、反対のことを強調しているだけで、構造的にも（アジア的な人権とは）西洋の人権概念に取り込まれているのです。

　二つ目のタイプは、アジアや第3世界に住む人々には、それぞれ直面する現実があり、その現実の中では、西洋が言うような部分だけを変えるのではなく、まず最初に変えなければならないことがあるのではないかという異議申立てです。それはひじょうに力のある異議申立てであり、「アジア的価値観」がそれなりに人々から同調されたという側面は否定できません。マハティール達は国が発展した、と言いますが、果たしてその発展とは、金持ちがより金持ちになるという意味の発展であり、決して民衆が望んでいた発展ではありませんでした。民衆の中には、極貧層に属する人々がいます。貧困をどうにかして解決しなければなりません。貧困の人々がどうして貧困なのかを考えた時、ただ「お金がないから貧困なのだ」と考えられてきました。日本もそうした国に金銭さえ出せば解決できると考えてきましたが、実はそうではありません。そうした貧困層に喘ぐ人々には、そもそもお金を得るとか、適正な社会生活を営む社会的権利がないのです。ここで再び権利の問題に立ち返りますが、人権の概念の中で、伝統的に隅に追いやられてきた権利、社会権、経済社会権といったそういう部分が無視されてきたことが大きな問題なのです。では、社会権、経済社会権というものをどう捉え、どう反映させていけばいいかというと、これが正解だという答えはありません。ただ、権利とは不可分であり、今まで主流でとりあげられてきた自由権を言う場合に、実は社会権の問題も取り上げなければ本当の自由権の実現もないのです。

　「権利」をきちんと捉える必要があります。これまで「人権」という概念を、思想や哲学的に体系化してきましたが、体系化自体がどこか違うのではないか、という考え方もあるのではないでしょうか。「人権」とは一体誰の為に作られたものか、権利を本当に必要とする人々に与えていく、認めることが必要です。首相（当時は小泉首相）が「靖国に参拝するのは自分の権利だ」とおっしゃっていましたが、強い立場の人が権利を主張してはいけません。権利を奪われた人達が、自分の立場を回復する為に使うのが「権利」です。「権利」とはあくまでも弱い立場の人の為にあるわけで、強い立場の人が「権利」を振りかざすのは「権利」の乱用です。現実に必要な「権利」の実現とは、権利を奪われ、貧しい立場に置かれ、社会的に地位が低く抑圧されている人々が、自己の尊厳を取り戻すための道筋なのだということをまず正面から認めることです。

　以上が「人権」という概念が西洋のものではないかという質問に対する私なりの答えです。

思想的にどうかはとりあえず横に置き、現実に困っている人々がどこかにいて、その人達を助けるためにどうすることが良いのか、というところから話しを始めないと、いつまでたっても抽象的な形而上的議論で終わってしまいます。実際に認めなければならない、実現しなければならないという立場から、もっとアクティブな概念として「人権」というものを捉えていかなければならないのです。

質問２．あなたが、アムネスティ・インターナショナル日本に入ったきっかけと最初の活動はどのようなことでしたか？
　大学時代に死刑の問題について調べる中で、アムネスティの存在を知りました。たまたま事務所が通っていた大学の近くで、そこで資料を調べているうちにアムネスティの活動に関わるようになりました。いろいろな人と話しをしていくうちに、法律や犯罪学を学ぶ上で、他の国ではどうか、国際法ではどうか等、目前の議論ではなかなか出ない情報も知っておくとすごく重要なことがわかりました。アムネスティで色々な情報を調べ、知ることができて、自分の知的好奇心がとても刺激されました。アムネスティの活動は多岐にわたり、自宅で葉書を書くだけの方も含めて、すべてアムネスティという団体を構成しているのだと知り、これは面白いと思いました。また、大学とは違った友人関係を持つことができたことも面白く、今に至っています。

質問３．あなたは、現在、アムネスティ・インターナショナル日本の主な目標は何だと考えますか？

　一番チャレンジしなくてはならない目標は、日本社会に「人権」を根付かせることです。しかし、ひじょうに難しく、現在もできていません。日本国内で流れるニュースを聞いていても、世界で今、何が起きているかという情報は流れていません。たとえばテポドンが発射された事件で、その他が全部消されてしまっている状態です。ひじょうに近視眼的で、目前のことしか見えていません。しかも、皆が同じところを見ています。それ以外のことはまるで起きていないかのように扱ってもらえません。これを変え、アフリカやアジアの国々で何が起きているのかに、目を向けさせたいのです。この点についてまだ、克服できていません。少なくともそういう問題があるということを1970年から36年間、声を大にして言い続けることで日本社会の中に少しずつ、そうした問題の存在を意識付けることはできたのではないかと思います。これからはその意識をどれだけ大きな流れに育て上げられるかが大事です。

　それ以外では、アムネスティのような人権団体が活動することで、たとえばアジアの国々で、かつては入れなかった国も、民主化運動が活発になり、徐々にですが最近では我々も入れるようになりました。アムネスティ日本は、北米西洋以外では、設立当初から継続的に自立した支部です。アジアに日本支部のような存在があったことも大きな要因です。

　日本における人権ＮＧＯの中で、アムネスティ日本はおそらく一番大きな団体ですが、そのフィールドをもっと広げ、活躍していくことが目標です。

質問４．現在、アムネスティ・インターナショナル日本が行なっているキャンペーンはどのようなものですか？

　国連改革が行われ、国連に人権理事会が作られました。国連改革の中で、人権理事会を作る過程や、人権に関して日本がイニシアチブをとることについて、ＮＧＯは相当な、働きかけをしてきました。1998年に採択された国際刑事裁判所について、当初、日本政府はポジティブな立場をとっていましたが、まだ批准していません。しかし最近になって、日本政府も、近い将来（2007年度中、あるいは2009年まで）には、国際刑事裁判所のローマ規定に加入すると言っています。こうした日本政府の変化は、ひじょうに大きなステップです。そこには、アムネスティ日本が継続してこの問題を取り上げ、関係してきたことが大きかったと思います。実際、国際刑事裁判所については、設立される前の1992年ぐらいから、ＮＧＯがこの問題を取り上げてきたわけですが、これはアムネスティ日本をはじめいくつかのＮＧＯ団体の努力が実を結んだものです。

質問５．日本における「人権」を総合的に評価されると、どのように思いますか？

　日本における「人権」の取り扱いについては、芳しくないものがたくさんあります。

まず、国際的な人権関係の諸条約に加入するのが遅く、加入してもなかなか実行しないという状況があります。さらに、政府報告書を提出しなければならないのですが、その報告書が政府側の見地だけで提出されており、作成前にＮＧＯとの会合等を殆どもたないという問題があります。また、それに対して人権規約委員会から出された具体的なリコメンデーションに対し、日本は殆ど履行していません。これはどの省庁や個人が悪いというのではなく、日本の官僚システムが国際的な人権基準を守るように機能していないことの表れです。

　また、日本には「死刑制度」という大きな問題があります。さらに、「人権」を扱う上で外せない大きな問題に、警察の問題があります。警察が犯罪捜査をする際、被疑者を取り調べるだけでなく、その最中は警察の留置場の中に被疑者を置いておく制度があります。これは絶対にあってはならない制度ですが、日本は当たり前のようにしています。しかも、こういった制度が世界中にあるかのような説明をしていますが、そのような制度はありません。法学部にいる学生もそれについて十分に理解できていません。警察が捜査をするのは、どこの国でも同じです。ただ取り調べ中、警察の留置場に被疑者の身柄をずっと入れておくことは、警察はいつでも自由に何時間でも取調べをすることができということです。被疑者は常に抑圧された状態で取調べを受けることになります。世界の他の国々ではどうかというと、捜査は警察が行うけれど、留置は別の所で行う。あるいは警察に留置はされるけれど、警察は客観的な証拠捜査のみで身柄の取り調べはしないという状況です。少なくとも尋問と留置を一緒にするという制度はとても危険なことで、排斥するべきです。「そんなことはない。変なことはしていない。」と、日本の警察が言うなら、それを証明する為の客観的証拠としてビデオを撮るなどの証拠を残さなくてはなりません。しかし、していません。国連からするようにと指導があるにも関わらず、日本の警察は「日本の捜査方法に馴染まない」「捜査の妨げになる」と導入を拒否しています。法務省は「導入しなければいけない。ただし徐々に実験的に入れていく」と承諾しています。日本の警察の頑なな態度は、国際的な基準とその要求する内容を理解していないということです。また同時に、警察が身の潔白を証明できる機会なのに、わざわざ拒否することは、疑われるようなことを自らしていることになります。この件は、我々が解決しなければならない日本の刑事司法手続きの大きな問題です。

　幸い、日本の刑務所に我々も呼ばれ、意見を述べ、改善されてきております。法律も作られ、これからきちんと施行していきましょうということで、法務省も改善措置を取り始めています。しかし、捜査取り調べという一番大きな問題が手つかずで残っている現状を何とかしなければ、日本の人権意識は低いままとなってしまいます。

質問６．日本国内には、どのような人権擁護団体がありますか？　また、他の人権擁護団体とアムネスティ・インターナショナル日本に、協力活動はありますか？

　日本には、いくつかの人権擁護団体があります。中でも当事者に焦点を当て、活動する大きな人権擁護団体に、部落解放同盟とその関連団体があります。しかし、「人権」全般の問題で活動する団体は、アムネスティ日本が日本で一番大きな団体です。恒常的に事務局をもつ大きな人権ＮＧＯ団体として、アムネスティ日本以外に、最も古く歴史のある自由人権協会、それから国際的団体である反差別国際運動があります。これらの団体と他の人権擁護団体で国際人権ＮＧＯネットワークを作り、連絡を取り合っています。そして、日本の人権政策や、特に外務大臣がとる人権外交政策について、ＮＧＯとして常に分析評価をしています。
質問７．近年のアムネスティ・インターナショナル日本の活動について。

　アムネスティ日本は1990年代半ばくらいから、恒常的に会員数が減っています。これは、日本に「人権」を根付かせることが出来ていないことの表れでもあります。日本経済の不調も影響してか、市民運動に対するアクティヴィティが落ちてきており、人権問題のイベントにもなかなか参加が得られない状況です。そういった中で、人々の問題意識を捉えるようなキャンペーンを展開していこうと思っています。最近行った活動で、人々の関心が高かったものに、「企業の社会的責任について」があります。企業の社会的責任の一つとして、人権問題に対して企業がどのように関わっているのか、また企業がどうするべきであるのか、それは一般社会とどのように結びつくのかといったことを、問いかけるわけです。人々の意識を喚起する上で、相当効果があったようです。

　それ以外に、現在でも世界を席捲するような事件が起きていますが、たとえば、イラク戦争、グアンタナモ収容所での拷問や虐待、ダルフールでの紛争、イスラエルとパレスチナの対立等々こうした事件が起きる度に「どうしてこういうことが起きるのか」と問いかけながら、日本の人達が問題意識をたえず持ち続けてくれるよう訴えかけています。世界で起こるあまりに多くの人権侵害の問題を前に、ともすれば無力感にさいなまれます。しかし逆に「我々が運動しなければどうなってしまうのだ」という焦りも感じます。アムネスティとして、出来るだけ多くの人々に我々のメッセージを伝え、問題意識を拡大していきたいと考えています。それがアムネスティにとって一番の大きなチャレンジだと言えます。

アムネスティ・インターナショナル日本　http://www.amnesty.or.jp/

